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〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁建

築
基
準
適
合
判
定
資
格
者
に
対
す
る
処

分
関
係

裁
判
所

相
続
、
公
示
催
告
、
失
踪
、
破
産
、免
責
、

特
別
清
算
、
再
生
、
所
有
者
不
明
関
係

会
社
そ
の
他

〇
青
森
県
沖
に
係
る
海
洋
再
生
可
能
エ
ネ
ル

ギ
ー
発
電
設
備
整
備
促
進
区
域
内
の
海
域

に
お
い
て
国
土
交
通
大
臣
が
徴
収
す
る
占

用
料
及
び
土
砂
採
取
料
の
額
を
定
め
る
告

示
（
同
九
六
）

〔
国
会
事
項
〕

〔
人
事
異
動
〕

内
閣

宮
内
庁

〔
叙
位
・
叙
勲
〕

〔
官
庁
報
告
〕

官
庁
事
項

旅
券
法
第
十
九
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
基

づ
く
一
般
旅
券
の
返
納
命
令
に
関
す
る
通
知

（
外
務
省
）

指
定
確
認
検
査
機
関
に
対
す
る
監
督
命
令
に

係
る
公
示
（
近
畿
地
方
整
備
局
）

労

働

労
働
保
険
審
査
官
及
び
労
働
保
険
審
査
会
法

第
五
条
の
規
定
に
基
づ
く
関
係
労
働
者
を
代

表
す
る
者
の
候
補
者
の
推
薦
に
つ
い
て

（
厚
生
労
働
省
）

最
低
賃
金
の
改
正
決
定
に
関
す
る
公
示

（
宮
城
労
働
局
最
低
賃
金
公
示
三
、
石
川
同

二
・
三
、
岐
阜
同
二
、
山
口
同
五
、
徳
島
同

二
、
香
川
同
三
）

〔
告

示
〕

〇
平
成
二
十
九
年
総
務
省
告
示
第
八
十
二
号

の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
デ
ジ
タ
ル
庁
・
総
務
四
一
）

〇
保
安
林
の
指
定
を
す
る
件

（
農
林
水
産
一
五
四
二
〜
一
五
四
九
）

〇
保
安
林
の
指
定
を
解
除
す
る
件

（
同
一
五
五
〇
〜
一
五
六
四
）

〇
中
小
企
業
信
用
保
険
法
第
二
条
第
五
項
第

四
号
の
災
害
及
び
地
域
を
改
正
す
る
件
の

一
部
を
改
正
す
る
件（
経
済
産
業
一
三
八
）

〇
高
速
自
動
車
国
道
に
関
す
る
件

（
国
土
交
通
一
〇
九
二
）

〇
砂
防
法
第
二
条
の
土
地
を
指
定
す
る
件

（
同
一
〇
九
三
〜
一
〇
九
五
）

〇
砂
防
法
第
二
条
の
土
地
の
指
定
を
解
除
す

る
件
（
同
一
〇
九
六
）

〇
山
形
県
沖
に
係
る
海
洋
再
生
可
能
エ
ネ
ル

ギ
ー
発
電
設
備
整
備
促
進
区
域
内
の
海
域

に
お
い
て
国
土
交
通
大
臣
が
徴
収
す
る
占

用
料
及
び
土
砂
採
取
料
の
額
を
定
め
る
告

示
（
東
北
地
方
整
備
局
九
五
）
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